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2 平賀健太 f国籍法(上)~ (帝盟判例出版社、 1950年) 1頁。
3 江川英文ほか『国籍法~ (有斐閣、第 3版、 1997年)3真。
4 佐藤幸治「第 10条〔国民たる要件J 樋口陽ーほか『技解法律学全集憲法 1[前文・第 1



































ジュリスト 1101号 (1996年) 24 夏以下、辻村みよ子『憲法~ (2000年)162頁以下を参
照のこと。
8最大判平成 20年6月4日(退去強制令書発付処分取消等請求事件:平成 18年(行ツ)
第 135号、国籍確認請求事件:平成四年(行ツ)第 164号)民集第 62巻 6号 1372頁。




の再検討-J法と政治第 60巻 1号 (2009年)1頁以下を参照のこと。




























12 大沼保昭 I~外国人の人権J論再構成の試みJ 法学協会編『法学協会 100 年記念論文集 第
2巻Jl (存斐閣、 1983年)374真。




の意義j 憲法問題 9号 (1998年) 115頁以下、柴田佳泰「多文化社会における『国籍Jの
憲法的考察ーリベラルナショナリズム論における国籍とは-J憲法理論研究会(編) ~憲法


























































































2 British Nationality Act 1948 (BNA 1948).なお、本稿はイギリス法をおもに扱うことも
あり、引用に捺しては、基本的に TheOxford Standard for Citation of Legal 
Authorities，'OSCOLA Fourth Edition' 
<http://www.law.ox.ac.uk/published/OSCOLA_4th_edn.pdわにしたがう (2012年 11月
初日現在)。
3 British Nationality and Status of Aliens Act 1914 (BN & SAA 1914). 
4 国籍取得にまつわる諸原則、つまり生来的国籍取得で生地主義を採用し、国王と臣民の間
























複数の忠誠義務を同時に有することも不可能であったとされている。 SeeClive Parry， 
British Nationality， includingαtizenship ofthe United Kingdom and Colonies and the 
Status of Aliens (Stevens & Sons 1951) 7. 
7 イギリス臣民とは、「生来のイギリス臣民である者、あるいは帰化証明が認められた者、
領土の併合により、国王陛下の距民となった者J0 BN & SAA 1914， s 27(1). 
8外国人は「イギリス臣民でない者」と定義された。 ibids 27(1).外国人は、イギリス国内
の動産および、不動産の取得、保持および、処分に関して、生来のイギリス臣民と同等な権利
を付与されていたが、その他の権利については大きく制限されていた。 ibids 17. 







Dummett and Andrew Nicol， Subject， αtizens， Aliens and Others (Weidenfeld and 


























Dominion Status (Oxford University Press 1953) 122. 
14 Statute of Westminster 1931. 
15 アイルランド島は、 1541年、国王の自治領とされ、 1801年連合法 (ActofUnion 1801) 
によりイギリスの一部とされていた。 1922年アイルランド自自国憲法 (Constitutionof the 









世紀後半のコモンウェルス一新しい行動の展望 」木熔洋一編『イギリス帝国と 20世紀 第
5巻 現代世界とイギリス帝国~ (ミネルヴァ書房、 2007年) 137頁以下を参照。
17 Canadian Nationals Act 1921. 
18 Union Nationality and Flags Act of 1927. 
19詳細は、 RiekoKaratani， Deiining British Gitiz，θ'nship: Empire， Gommon wealthタ and
Modern Britain (Frank Cass 2003) 91-92を参照のこと。
20 lrish Nationality and Citizenship Act 1935. 





























22 Constitution of lreland 1937， art 5.アイルランド市民権法も合わせて修正されていた。
lrish Nationality and Citizenship (Amendment) Act 1937. 
23 エール市民の法的地位が確認されたのは、マレ一対パークス判決である。 Murrayv
Parkθs [1942] 2 KB 123， [1942] 1 ER 558. See Frederick A乱1ann，'The Effect of Changes 
of Sovereignty upon Nationality' (1942) 5 MLR 218.なお、当論文は、のちに Studiesin 
lnternational Law(Clarendon Press 1973) 515欄23に所収されている。
24 本案を基礎として、 1946年カナダ市民権法が制定されることとなった。 Canadian
Citizenship Act 1946. 
25 See Parliamentary Debates， House of Commons， Dominion of Canada， 2nd Session 
1945， vol. I， col. 1336， 22 October 1945. 1946年カナダm民権法では、カナダ市民は依然














市民 (Citizensofthe United Kingdom and Colonies、以下 rCUKCsJと略す)、②独立自
治領(ドミニオン)の市民 (Citizensof Independent Commonwealth Countries)、③市民













用いられるようになったとされている。 Karatani(n 19) 122. 
27 BNA 1948， s 32(1). 
28 See Parry (n 6) 62. 




イロン。 ibids 1(3). 
31 ibid s 13. 
























ドでは市民権法は 49年 1月 1日に施行された。
33 HL Deb 21 June 1948， vol156， col 1036. 
34 1948年法が施行されていた 1949年から 82年まで。 1983年に施行された 1981年イギ
リス国籍法では、アイルランド共和国市民がイギリス市民 (Britishcitizens)の法的地位
を取得するには、帰化によるものとされた。ただし、一部の者には、 1948年法と同様に、
1914年法上の地位を保持することが認められていた。 BritishNationality Act 1981， s 31. 
35 1949年以前に北アイルランドとのつながりによりイギリス臣民であった者は、 CUKCs
とされ、 1949年 1月 1日以降に北アイルランドで出生した者も CUKCsとされた。 1949
年 1月 1日以降にエールで出生した者はエール市民権を取得するのみであった。SeeLaurie 
Fransman， Fransman包BritishNationality Law(3th edn， Bloomsbury Professional 
2011) B.97. 
36 BNA 1948， s 6(1). 
37 Fransman (n 35) para 17.1. 
38 Republic of lreland Act 1948. 
39 lreland Act 1949， s 2. 




















42 Dummett and Nicol (n 10) 125. 
43 Parry(n 6) 10.具体的には、 f保護領j 、 f保護国」、 「委任領Jおよび、「信託統治領J
であった。保護領とは f国内統治機構がない保護領土」であり、「イギリスは、保護領の防
衛や諸外国との外交のような対外的事項を統制したのみではなく、領土内の管理をおこな
う行政部を設立したJとされる。 Fransman(n 35) para 3.3.3.保護国とは f思王睦下の自
治領以外の諸外国Jで、「国内統治機構が存在していた場所であり、したがってイギリスは
当該国家の対外的事項のみを統制した」とされている。 Fransman(n 35) para 3.3.4. 
44 BN & SAA 1914， s 27(1). 
45 ibid s 2. 
46 Parσ(n 6) 11. 
47 Dummθt and M.col (n 10) 77. 
48 ibid 125. 
49 Aliens Restriction Act 1914， s 34(3) as amended Aliens Restriction (Amendment) Act 
1919， s 15. 
50 BNA 1948， s 3 (3). 
51 R vSecrlθtary of Sta te for thθHomθDξpartment ex p Thakrar [1974] QB 684， [1974] 
2All ER 261. Thakrar判決については第 2章で述べることとする。
52 BNA 1948， s 10.帰化には 12か月の在留要件が設けられていたが、 BPPsの場合は、国
務大臣の裁量により、規定よりも短くなることがあった。 BNA1948， second sch para 3(a). 
53 See Parry(n 6) 69.また、 BPPsは、「特権的階級にある外国人j であったともされてい
る。 Fransman(n 35) para 8.11 n10. 1981年イギリス国籍法法施行後、 BPPsは難民条約
上のイギリス国民ではないとされた。Rv Chief Immigration Officer， Gatwick Airportθ'Xp 














































することが可能であったため、 New Commonwealth 54 (以下 INCWJと略す)移民を中心
とする多数のコモンウェルス市民がイギリスに入国した。とくにカリブ地域55や南アジアか















れる。 1951年までは 1年間につき 100人程度の流入であったが、アメリカが 1952年移民
および国籍法(Immigrationand Nationality Act of 1952)により、カリブ地域からの移民
を 1年間に 100人までに規制したため、 1952年から 56年にかけて、イギリスへの入国者




東アブリカ地域からの入国者数も 1950年代にかけて増加した。 Seeibid 43. 
57 Satvinder S Juss， Immigrationタ Nationalityandαtizenship(Mansell Publishing 
Limited 1993) 73. 
58“lrresponsible Actions" at Nottingham' The Times (London， 27 August 1958)， 
'Renewed Call for Changes in lmmigration Law' The Times (London， 28 Au郡1St1958)， 
‘Race Riots in Nottingham' The Times (London， 30 Au伊 st1958) and 'Clashes in the 
Streets' The Times (London， 5 September 1958). 






















60 See Karatani (n 19) 128幽 32.
61 かつては難民 (DisplacedPerson) と称されていた。ナチスの迫害や共産主義より逃れ
た者で、主として西ヨー口ッパの人々であった。その後、労働省の要請により、ヨーロッ
パ志願労働者 (EuropeanVolunteer Workers) と名前を変更された。労働省に許可された
職業にしか従事することが許されず、許可なく職業を変更することはできなかった。 See
Diana Kay and Robert Miles， Refugees or Migran t跨'orkers?:European防Junteer
Workθrs in Britai九1946.・1951(Routledge 1992). 
62 See Bob Hepple， Race，εlobs and the Law in Britain (The Penguin Press 1968) 48 and 
Kathleen Paul， ~予う1.itewashingBritain: Racθand Citizenship in thθPostwar Era 
(Cornell University Press 1997) 90“110. 
63外国人には、 1946年から 50年までの間に毎年平均して 2万 3000の労働許可証が発行
され、 1962年法制定後もその発行数は増加していた。 Karatani(n 19) 129. 
64 CIA 1962， s 1(2)(a). 
65 ibid s 1(2)(b). 
66 ibid s 1(2)(c). 


























68 CIA 1962， 86(2)(b)(i)-(ii). 
69 ibid 8 6(2)(c). 







Dummθt and Nicol (n 10) 185-86. 
72 BPP8および、アイルランド共和国市民は部分的に適用対象となっていた。 CIA1962，88 
1(4) and 6(3). 
73本稿第 2章で述べたように、 BPP8は 1962年法制定以前からイギリスへの入国を規制さ
れており、引き続き 1962年法でもイギリスへの入国の自由は認められていなかった。
74 CIA 1962， 8 1(2)(b). 
75 HC Deb 16 November 1961， vol 649， col 700.アイルランド共和国市民は法案の段階で
は移民規制の対象となっていたが、第 2読会で移民規制の対象外とされた。 Dummettand
M.col (n 10) 183. 






























されていたであろう。したがって、移民規制の対象となっていたJ0 Randall Hansen， 
αtizenship and lmmigration in Post-war Britain: the lnstitutional Origins ofa 







































詳しくは、 ErikBleich， Race Politics in Britain and Franoθ: Ideas and P01icy Making 
since the 1960云(CambridgeUniversity Press 2003) 35-59およびMartinMacewen， 
Housing， Race and Law: the British Experience (Routledge 1991) 51・53を参照。
84 Dummett and 1¥在c01(n 10) 197. 
85なお当時のケニアについての関連文献としては、 JeniKlugman， Bilin Neyapti and 
Frances Stewart， Conf1ict and Growth in A丘icavo1.2: Kenya， Tanzania and Uganda 
(Development Centre of the Organisation for Economic Co-operation and Development 
1999)および、NormanMiller and Rodger Yeager ， Kenya the Quest for Pro弓perLえy
(Westview Press 1994)が詳しい。
86 See Dummett and M.c01 (n 10) 197. 






















1890-1980 (Westview Press 1993) 23 Tabele1.4. 
88 Constitution of Kenya， art 1. 
89 ibid art 2(5). 
90イギリス政府の用意した 3つの救済制度とは、①ケニアの植民地政府に勤務していた者
への特別補償、②所有している土地の売却を希望した場合、 5000万ポンドでの買い上げ、
③1964年イギリス思籍法 (BritishNationality Act 1964)の第 1条規定により、ケニア市
民権取得への申請で CUKCsの地位を喪失した者に対して、登録により当該地位を再取得
できる資格を付与したことであった。 SeeDummett and Nicol (n 10) 198. 
91 Constitution of Kenya， art 2(5). 
92 Hansen (n 78) 158. 
93 申請者数と、市民権取得の人数が大きく異なったのは、ケニア市民権取得の申請をして
も、遅延や妨害を受けていたためであるとされている。 SeeGregolア(n87) 81. 
94 Karatani (n 19) 158. 
95 アフリカ人優遇政策という言葉は、様々な意味で用いられており、本文中のものは、も
っとも一般的な意味である。そのほかの意味については、 DonaldRothchild， Racial 
Bargaining in Independent Kenya : a Study of Minorities and Decolonization (Oxford 



























の制限も課していた。 SeeAhmed Mohiddin， A丘icanSocialism inれvoCountries (Croom 
Helm 1981) 116.しかしながら、実際には、アジア人は労働許可や取引認可は発行されな
かったとされている。 SeeGregory(n 87) 81. 
97 ケニア独立時、ケニアにいたアジア人の大半は CUKCsあるいは BPPsに該当した。
CUKCsは、この時点ではイギリスに自由に入国することができたが、 BPPsであるアジア
人はイギリスに自由に入国することができなかった。
98 David Wood，‘Rapid Rise in Influx from Africa' The Times (London， 16 February 
1968). 
99 HC Deb 23 October 1967， vol 751， col 1342. 






政の現状について (2)J外人登録第 316号 (1985年)5頁を参照のこと。
102 CIA 1968， s 1， amending CAI 1962， s 1(2)(b). 

























James Hunte and Others， 'Race Commission Inquiry 'The幻;mes(London， 6 April1981). 
104 Hansen (n 78) 153. 
105 Dummett and M.col (n 10) 203. 
106 Hansen (n 78) 181. 




が、 1962年から 63年にかけて、 Powellは保健省大臣を担当しており、これらの受入によ
り、恩恵を受けることができなかったことが Powellの主張の要因の 1つとして指摘されて
いる。 SeeJohn Campbell， Edward Heath-A Biography“ (Jonathan Cape 1993) 241-42. 
108 詳しくは、 EPowell， Speech to the Annual General Meeting of the West Midlands 
Area Conservative Political Centre， Birmingham， 20 April1968 and Enoch Powell， 






























109 Karatani (n 19) 153. 
10 Immigration Act 1971 (IA 1971). 
11 ibid s 2. 
12 ibid s 1(1). 
13 ibid s 2(6). 
14 ibid s 1(2). 
15 ibid s 2(1)(a). 
16 ibid s 2(1)(b)(i). 
















122 (Common Travel Area)を規定している。一部をのぞいたアイルランド共和国市民はパ
トリアルではなかったが123、この共通旅行区域の設定によりイギリスに自由に入国するこ
118 ibid s 2(1)(c). 
















的支援をおこなった。 SeeCampbell (n 107) 392. 
122 IA 1971， s 1(3).なお、共通旅行区域に関しては、 ElizabethMeehan， F子ω Movement
between lreland and the UK'企'Omthe "Common Tra vel Area" to The Common Tra vel 
Area (Trinity College Dublin 2000)および BernardRyan， 'The Common Travel Area 
between Britain and lreland' (2001) 64(6) MLR 855が詳しい。
123パトリアルとされたのは、 1922年 3月 31日以前に南アイルランドの 26州で出生した
者でイギリス臣民である者。 IA1971， s 2(3)(c). 1962年法や 1968年法では、アイルランド
共和国市民でイギリス臣民の地位を有しているか否かにより大きな差異は生じなかったが、


























象とならなかった。 IA1971， s 7(1). 
125 See Campbell (n 107) 392幽 93.
126 EC加躍に際してイギリスは ECにおける「イギリス留民Jを設定しているが、この範
屈は 1948年法とも 1971年法とも一致していなかった。詳細は、本稿第 4章で後述する。
127本法は、 1968年の人種関係法の差別の定義を拡大し、車接差別のみならず間接差別も
含め、かつ国籍に基づく差別も違法差別とした。 RaceRelations Act 1976， s (1)(b).違法差
別からの救済にあたり、独自に調査をおこなえる権限を持つ人種平等委員会を設立した。
なお、詳細は、AnthonyLaster，‘From Legislation to Integration-Twenty Years of the 
Race-' in Tessa Blackstone， Bhikhu Parekh and Peter Sanders(eds) Race R，θ.Jations in 
Britain (Routledge 1998) 25-35を参照のこと。
128 The Constitution of the Republic of U ganda， art 4(1). 
129 'The British ofUganda' The Times (London， 7 August 1972). 
130 ibid. 
131 浜井祐三子 r~帝国の残津~-ウガンダからのアジア人流入とイギ 1) ス政府J 木畑洋一・





















132 Mahmood Mamdani， Politics and Class Formation in 均"f1nda(Foutatin 1999) 
280-81. 
13 See Derek Humphry and Michael Ward， Passports and Politic (Penguin Books 
1974)13-18. 
134 'Gen Amin Confirms that Other Asians wi11 Find themselves Affected by his 
Repatriation Plan' The幻mes(London， 8 Au郡1St1972). 
135 'Mr Rippon Flies to Ugandas in Effort to Stop Expulsion of 50，000 British Asians'， 
'Amin Delay Augurs 11 for Talks' and Jon Groser，‘Lords Told Deadline “Inhumane'" The 
Times (London， 12 August 1972). 
136ウガンダは独立以前、イギリスの保護鎮であったことから BPPsを有している者が多く、
1962年法制定以前からイギリスに自由に入国することができなかったとの指摘もある。
J ames S Read，“Some LegalAspects ofthe Expulsion" Michael Twaddle (ed)， Expulsion 
of a Minority: Essays on Ugandan Asians (Athlone Press for the Institute of 
Commonwealth Studies 1975) 193“94. 
137 Mecheal Hatfield， 'Mr Heath Foresta11s Mr Powe11 on Obligation to U ganda Asians' 





ではない。 SeePhilip Ziegler， Edward Heath (Harper Press 2010) 267. 
140カナダは、 15000人」を受け入れた。‘CanadianGovernment Agree to Take Some 
U gandan Asians' The Times (London， 25 Au郡1St1972).インドは、 f数千人」の受入に同
25 
1971年法は制定当初、もっとも厳格な移民法とされていたが、ウガンダのアジア人問題


















意した。 Dummettand Nico1 (n 10) 234.そのほか、アメリカ、西ドイツおよびスウェーデ、
ンが、それぞれ少数ではあるが受入に同意したとされている。 Hansen(n 78) 199. 
141 HC Deb 25 May 1976， vol 912， col WA144 and Hansen (n 78) 20.なお、受け入れたア
ジア人の大半は、高度に熟練した技術を持っているか、あるいは意欲のある労働者であっ










143 David Butler and Gareth Butler， 'Ii仰'Ilty-centuryBritish Politica1 Facts 1900-2000 
(8th edn， Macmillan 2000) 352. 
144 1971年には 14万 4000人Jであった NCW移民の入国者数は、 73年には 13万 1000
人j に減少したが、 74年には 14万 2000人人 75年には 15万 3000入J、76年には 15
万 5000人Jに増加している。 ibid352. 






















































































および植民地市民 (Citizensof the U nited Kingdom and Colonies、以下 ICUKCsJ と略
す)、独立自治領(ドミニオン)の市民(Citizensof Independent Commonwealth Countries) 







および国籍概念-J法と政治第 63巻第 2号 (2012年)167頁以下を基礎として作成した
ものである。博士論文として提出するにあたり一部を加筆し、また変更も加えた。
2 British Nationality Act 1981 (BNA 1981). 
3 British Nationality Act 1948 (BNA 1948). 
4 ibid s 1(2). 1コモンウェルス市民」は、「イギリス臣民 (Britishsubjects) Jと瓦換的な文
として規定されていたが、本章では、コモンウェルス市民に統ーする。






























6 See Randall Hansen，αtizenship and lmmigration in Post-war Britain: the 
lnstitutional Origins of a Multicultural九Tation(Oxford University Press 2000) 220. 
7 Commonwealth ImmigrantsAct 1962 (CIA 1962). 
8 Commonwealth lmmigrants Act 1968. 
9 See Enoch Powell， Speech to the Annual General Meeting of the West Midlands Area 
Conservative Political Centre， Birmingham， 20 April1968 and Enoch Powell， 
Resθctions of a Stateman: the 予約itingsand Speeches of Enoch Powell (Bellew 1991) 
373-79. 
10 ImmigrationAct 1971 (IA 1971). 






























12 Ann Dummett and Andrew Nicol， Su均ject，Citizens， Aliens and Others (Weidenfeld 
and Nicolson 1990) 216・17.
13 BNA 1948， s 32(1). 
14 ibid s 6(1). 
15 See LPA， Study Group on lmmigration，‘A Three Point Plan Proposed Concerning 
Citizenship & Migration within the Commonwealth' (January 1969) Minutes and 
Papers 11 June 1969-29 April 1971， 7・9.
16 出入国の自由および居住権のほか、政治的権利も有するべきとされていた。



























Paper) (Labour Party 1972) 32. 
17 See Her Majesty's Stationery Office， British Nationality Law: Discussion of Possible 
Changes (Cmnd 6795， 1977).訳出に際しては、高佐智美「ポスト『国民国家』における
Citizenship概念の新たな展開-イギリスを例に-(l)J独協法学第 53巻 (2000年)216真
に依拠した。
18 Cmnd 6795 para 13.イギリスとの「密接なつながりj は明確には定義されていないが、
rBritish CitizensJは、具体的には、当該人物のイギリスでの出生、養子縁組、 l帰化また
は登録により認められたほか、当該人物の両親、祖父母のいずれかが出生または帰化して
いた場合など血統によっても認められた。 SeeCmnd 6795 paras 19-20. 
19 ibid para 71. 
20 See ibid para 68. 
21 See ibid para 2. 

















が開かれ、 10月 30日に女王の裁可を受けて 1981年法が成立した30。
3.1981年イギリス国籍法について
本法は国籍法の現代化をおもな目的とし、男女平等原則による規定を設けたほかれ、以下
23 fBritish Overseas CitizensJの地位を付与される者は、各属領への入国の自由および
居住権を有していたが、これは、各属領とのつながりによるものであり、当該地位により
議接的に認められたものではなかった。AnnDummett， British Nationality Law: a 
Briefing Paperon the GovernmentきGreenPaper (Action Group on Immigration and 
Nationality 1977) 6. 
24 Cmnd 6795 para 15. 
25 ibid para 77. 
26 Dummett (n 23) 7. 
27 とくに、東アフリカのアジア人については、東アフリカ諸国の独立持の取決めによりイ
ギリスへの入国を許可する特別許可証が発行されることになったため、これらは fBritish
CitizensJに含まれるべきだとされていた。 SeeJustice， British Nationality: the Report 
(Family law pamphlets， vol14， no 15， Justice 1980) para 46 and Bishops' Conference of 
England and Wales， Concerning thθRevプ'sionof British NationaliえyLa町 aStatement 
by the Roman Catholic Bishops (Catholic Commission for Racial Justice 1979) 3 para 3. 
28 Dummett and Nicol (n 12) 241. See also Ann Dummett， A Critique ofthe Select 
Committee R，θport and Conserva tive Party丹 oposals(Action Group on Immigration 
and Nationality 1978) 6-8. 
29 Her Majesty's Stationery Office， BritJ'sh Nationality Law: Outline of Proposed 
Legislation (Cmnd 7987， 1980). 
30なお、 1972年の ECにおける「イギリス国民j の宣言は、 1981年法成立に合わせ再定
義されていた。詳細は、後述の本稿第 4章本文を参照のこと。
31 男女平等原則に基づくものとしては、本文下記の諸外国で出生での血統による取得での
父母両系血統主義の採用のほか (BNA1981， s 2(1))、婚姻による BCsの取得が、男女関わ
33 
の新たな地位を設けた。 1948年法における CUKCsは、①イギリス市民 (Britishcitizens、
以下 rBCsJ と略す)、②イギリス属領市民 (BritishDependent Territories citizens32、以










ず、すべて帰化によるものとされたこと (BNA1981， s 6(2))などをあげることができる。
後者については ECからの影響がみられる。詳細は本稿第 4章で述べることとする。
32 もともと白書および、法案では、 rCitizens of British Dependent TerritoriesJ とされてい
た。 Cmnd7987 para 15 and British Nationality HC Bill (1980-81) 20， pt 2.本法案の 5つ
の地位のうち 4つが、 rBritishJから始まっていたが、 1981年法の法案の可決寸前に、
r Citizens of British Dependent TerritoriesJだけが例外とされたことが奇妙だとされたた
め， rBritish Dependent Teηitories' citizenJと名称のみを変更された。 HLDeb 20 October 
1981， vol 424， col 704.なお、 BDTCsは、 2002年イギリス海外領法により、イギリス海外
領市民 (BritishOverseas Territories citizens、以下 rBOTCsJ と略す)に名称を変更さ
れている。 BritishOverseas Territories Act 2002 (BOTA 2002)， s 2(2)(b).詳締は、本稿第 3
章で後述する。
33 1981年法では「イギリス臣民 (Britishsubjects) Jとされていたが、本法制定以前にも
「イギリス臣民Jの文言は法的に用いられており(前掲設 4を参照のこと)、これと医Jlす
るため本稿では、 r1981年法によるイギリス臣民j と表記する。
34 BNA 1981， s 37(1)(a)， (b) and sch 3.詳細は、本稿第 3章で後述するが、後に、香港返
還に関連し、イギリス国民(海外) (British Nationals (Overseas)、以下 rBN(O)sJ と絡
す)がここに加えられている。 Hong笈ong(British Nationality) Order 1986， 81 1968/948， 
art 7(3). 
35 BNA 1981， s 50(1). 
36 ibid s 4(1) and (2)(a).なお、本稿第 3章で詳細を後述するが、 BDTCsは2002年イギリ
ス海外領法により BOTCsとされたうえで(前掲注 32を参照のこと)、 BCsが付与された
(ただし、キプロスのアクロティリおよび、デケリア主権統治領とのむすびつきによる者を
のぞく)0 BOTA 2002， s 3.また、 BOCs、1981年法によるイギリス臣民または BPPsは、
これらのいずれかの地位のほかに、国籍または市民権を有しない場合、 2002年調籍・移民
および庇護民法により、在留要件なしに BCsへと登録する資格を有した。 Nationality，
1mmigration and Asylum Act 2002 (NIAA 2002)， s 12， inserting s 4B into BNA 1981.香港
とのつながりによる BDTCs、当該地位および BN(O)sの両地位を有する者、 BOCs、1981
年法によるイギリス臣民または BPPsのうち、香港に通常居住し、ほかに国籍あるいは市
民権を有しない者は、 BCsに登録する資格を有していた。 BritishNationality (註ongKong) 
Act 1997， s 1.
37 BNA 1981， s 6(1) and sch 1， para 1. 
34 
3-1.イギリス市民
BCs には、 fイギリスに密接なつながりを有する者J38が該当した。具体的には、 CUKCs
のうち、 1971年法でパトリアルとされていた者39であった。本法施行持に当該地位に該当


















38 ibid ss 1 and 2， and Cmnd 7987 paras 18 and 32-33. 
39 BNA 1981， s 11(1)(a) and (b). 
40 Fransman， Fransman包BritishNationality Law(3th edn， Bloomsbury Professional 
2011) para 11.1.1.1. 
41 IA 1971， s 2(1)(a)， as amended by BNA 1981， s 39(2) on 1 January 1983.ただし、本法
施行直前に、コモンウェルス市民でパトリアルで、あった者も引き続き、居住権を有するこ
ととなった。 IA1971， s 2(1)(b)， as amended by BNA 1981， s 39(2). 
42 See Cmnd 6795 para 34. 
43 Cmnd 7987 paras 42・43.
44 具体的には、出生時に父または母が BCsであるとき、またはイギリスに定住していると





Nicol (n 12) 244 and 46. 
45 See BNA 1981， s 2(1)， Cmnd 6795 para 39 and Cmnd 7987 para 51. 























47 See BNA 1981， s 23 and Cmnd 7987 paras 15 and 95・96.
48 Fransman (n 40) para 11.1.2 and app 4. 
49 See HC Deb 28 January 1981， vol 997， col 1036. 
50 See Cmnd 7987 para 97. 
51 BNA 1981， s 4(2)(a). 
52 ibid s 5. 
53 OJ (EC) 1972 L 73/196; BGB1.I，1410 and Cmnd 9062. 
54 See HC Deb 2 June 1981， vol 5， cols 894-95.ジブラルタル人に登録の資格が付与され
ることとなったため、人口や経史的関係などで類似した状況にあるブオークランド人を




かった。 SeeHL Deb 28 July 1981， vo1423， cols 723・25.その後、フォークランド紛争が生
じたため、 1983年4月、イギリス(フォークランド諸島)法により、フォークランド諸島
のBDTCsは同年 1丹 1日にさかのぼって BCsを取得した。 BritishN ationality (Falkland 






CUI仁Csのうち、 BCsまたは BDTCsのいずれにも該当しなかった者には、 BOCsが認め














種的境界線は明確にされた」と指摘していた。 Dummettand Nicol (n 12) 250.香港は 1997
年に中国に返還されることとなっており、これにともなう中国系移民の流入を事前に紡ぐ
ために、本法の BDTCsが規定されたとの指橋もある。 SeeRobert Cottrell， 1うeEndof
Hong Kong: the Secret Diplomacy of Imperial Retreat (Jone Murray 1993) 48 and Mark 
Roberti， The Fall of Hong Kong了China云Triumphand Britain云Bθtrayal(revised and 
updated ed， John Wiley & Sons 1996) 30.事実、香港返還にともない香港とのつながりによ





55 BNA 1981， s 26 and Cmnd 7987 paras 17，24，36 and 103. 
56 Fransman (n 40) para 11.1.3 and app 4. 
57 See Cmnd 7987 para 26.ただし、東アフリカのアジア人に対して、イギリスへの入国




ほかに市民権を取得するとされていた。SeeHome Affairs Committee， Numbers and Legal 
Status of Future British Overseas Citizens without Other Citizenship (HC 1980・81，
158) para 17(i) and (ii) on page ix. 
58 Cmnd 7987 para 103. 
59 See BNA 1981， sch 2， paras 1， 2 and 4.また、未成年であれば、国務大臣の裁量により
37 
得することはできなかった60。当該地位は、イギリスにも属領にもつながりを有しない者の











BOCsを取得することも可能であった。 BNA1981， s 27(1).しかし、 1993年頃までは、無
関籍である事実のみでは不十分とされ、国籍または市民権の取得が過去、現在および未来
にもわたって不可能である場合しか登録による取得が認められなかった。 SeeFransman (n 
40) para 20.3.2. 
60ただし、香港とのつながりによる BOCsは、無国籍回避のため、 1世代にかぎり血統に
よる取得が可能であった。 HongKong (British Nationality) Order 1986， art 6(2). 
61 See HL Deb 23 July 1981， vol 423， cols 366-67. 
62 1948年法第 13条または第 16条により、市民権を持たないイギリス臣民とされていた者。
BNA 1981， s 30(a). 
63 See Dummett and M'col (n 12) 132 and 243. Dummettは、正確な数を把握することは
不可能であるとしながらも、 1981年法によるイギリス臣民のうち市民権を有しない者は、
スリランカに「約 40万人J、そのほかに fおそらく 5万人Jほど存在していたと述べてい
た。 SeeAnn Dummett，αtizenship and Nationality (Runnymede Trust Publication 
1976) 71. 
64 1949年 1月 1日直前にアイルランド共和国市民であり、かつ、イギリス距民であった者
は、国務大臣に書面にてイギリス佳民としてとどまることを求める通知をおこなうことに
より、イギリス臣民となった。 BNA1981， s 31(1) and (3).また、 1948年法第 2条によりイ
ギリス臣民である者で、 1949年 l月 1日直前にアイルランド共和国市民であり、かつ、イ
ギリス臣民であった場合は、本法施行時からイギリス臣民となった。 BNA1981， s 31(2).こ
れらの特別な取扱いは、 1948年法上にも規定されており、アイルランド共和国とイギリス
の間に長い歴史的関係および、両国に在留する血縁者間での親密な関係があったため、 1981
年法でも維持されることとなった。 SeeCmnd 7987 para 109. 
65本法施行誼前に、 1965年イギリス国籍法第 1条の下、コモンウェルス市民である男性と
婚熔したことを事由とし、登録によりイギリス距民の地位を有した女性。 BNA1981， s 
30(b). 
66 F子'8.nsman(n 40) para 11.1.4 and app 4. 
67 See BNA 1981， sch 2， paras 1， 2 and 4.ただし、未成年は国務大臣の裁量の下、 1981年
法によるイギリス臣民を登録により取得できたほか (BNA1981， s 32)、経過措置として、
本法施行直前にイギリス臣民として登録資格を有していた外国人女性も登録により取得す






















68 ibid 8 35. 
69 1948年法では、 「コモンウェルス市民j と互換的に「イギリス臣民Jの文言が用いられ




理由とされていた。 SeeCmnd 7987 para 106. 
70 BNA 1948， 8 6(1). 
71 See HC Deb 2 June 1981， vo15， co1874. 
72 登録による国籍取得はl帰化よりも迅速で、個々の事案に対応できるものであった。また費
用もI帰化に比べて安価であったとされる。 Fransman(n 40) para 17.1. 
73 See HC Deb 2 June 1981， vol 5， col 874.1962年法で、 5年間の通常活住が要件とされ
(CIA 1962， 8 12(2))、1971年法では、定住が認められずパトリアルでもない場合は、国
務大臣の裁量の下での登録によるものとされた (BNA1948， 8 5A(2)(a)-(e)， a8 provided by 
IA 1971， 8ch 1， app A)。本法施行後は、経過措置としてしか登録による BC8取得が認め
られなかった。 BNA1981， 8 7; replaced by NIAA 2002， 88 15， 161， 8ch 2， para 1(a) and 8ch 











制が人種差別であると主張した EastMrican Asians事件79では、原告のうち BPPsについ
ては人種差別であるとは認められなかった。また、 BPPsとイギリスへの入国の権利につい







事件の概要は以下のとおりである問。原告の PravinalAmarshi Thakrarは 1939年、ウ
74 Fransman (n 40) para 11.1.5 and app 4. 
75 [日保護領、!日イギリス信託統治領、または、旧アラビア保護領とのつながりを有してい
た者は引き続き BPPsを有した。 BritishProtectorates， Protected States and Protected 
Persons Order 1982， SI 1982/1070， art 6， and Solomon Islands Act 1978， s 2(4)(b).なお、
本法施行時、ブルネイが唯一の保護国に該当しており、ブルネイ市民も当該地位を取得し
た。 SeeBritish Protectorates， Protected States and Protected Persons Order 1982， art 5. 
ただし、ブルネイは 1984年 1月 1日に独立したことにより (BritishNationality (Brunei) 
Order 1983， SI 198311699， arts 1(2) and 3)、ブルネイとのつながりにより忍PPsであった
者はこの地位を喪失した。 BritishNationality (Brunei) Order 1983， art 2(2).詳しくは、
Fransman (n 40) B.38を参照のこと。
76 British Protectorates， Protected States and Protected Persons Order 1982， arts 6(2) 
and 7. 
77 ibid art 11(1). 
78ただし、 1954年 4月 1日から 62年 6月 30日まで、 BPPsは入国規制の対象とされてい
なかった。 SeeAliens Order 1953， SI 1953/1671， art 24(2)， Clive Parry， Na白:onalityand
αtizenship La ws of the Common wealth and thθRepuhlic of lreland (Stevens & Sons 
1957) 352・53and Fransman (n 40) para 7.3 n 26. 
79 EastAβi.canAsians v United Kingdom (1981) 3 EHRR 76. 
80 R v Secretary of State for the Home Department ex p Thakar [1974] QB 684， [1974] 2 
All ER 261. 
81 R vαief lmmigra tion Ofncer Ga twick Alかortex p Harjendar Singh [1987] Imm AR 
346. 
82以下の当該事件の概要については、 RvSecretaryofStatefor the HomθDepartment ex 
40 
ガンダに出生したアジア系の者であった。ウガンダは当時、イギリスの保護領であり、 1948
































p Thakar [1974] QB 684，699・701を参照した。
83 ibid 685. 
84 ibid 686. 































原告である HarjendarSinghはシークー教徒であり、 1951年タンザニアで出生、 60年
にはインドのパンジャーブ地方に越していた。その後、シークー教徒をめぐっては、イン
86 ibid 702. 
87 See ibid 703心4.
88 ibid 705-06. 



























により BCsが取得できることを指摘するも、 BPPsの権利は「名ばかりのようであるj と
述べた95。国際法については、 BPPsが国民として含まれる可能性があることが指摘された
ものの、 BPPsについては人種差別を認めなかった EastMrican Asians事件や、 Thakrar





入国が拒否されるべきで、あるのかについて審査する。 IA1971， s 4(2). 
92 R v Chief lmmigra tion Ofncer Ga twick Airportθx p Harjendar Singh [1987] Imm AR 
346，348. 
93 See ibid 348-49. 
94 ibid 350-54. 



















96 See ibid 355-56. 
97 ibid 358. 
98原告が難民であるか否かの判断は国務大臣の判断にゆだねられることになった。 ibid
358. 
9 See Nationality Instructions (NIs)， vol1 ch 54 British protected persons paras 
54.4.4・54.4.4.5and vo12 s 2 United Kingdom National para 2.ただし、 BPPsは、制定法
によるものと国王大権によるものがあり、国王大権による BPPsは、国籍法制上、外国人
とされており、登録により BCsを取得することができない。 NIs，voll ch 54 British 
protected persons para 54.4.1.なお、 NIsはく
http://www.ind.homeoffice.gov. uk/policyandlaw/guidance/nationalityinstructions/>より
参照した (2012年 11月初日)。
100ただし、領事館保護は、期待されるものであり、法的義務ではない。 SeeMutasa v 
Attorney-General [1980] QB 114， [1980] 3 W L R 792. 
101 特別許可証は、東アフリカの BPPsのほか、 BOCs、1981年法によるイギリス臣民に発
行された。当該制度は、 2002年 3月5自に、とくに議論のないまま廃止されている。 See
Fransman (n 40) paras 9.1.3 and 11.3.3， Ian A Macdonald and Ronan Toal，λ;{acdonald註
lmmigration Law and Practice， vol 1 (8th edn， Butterworth 2010) para 2.20， NIs， vol 2 s 
2 East Mrican Asians para 2， RM  (Special VOuchers-representatio~ノ lndia [2005] 
UKIAT 00067， IAT Reported; HG and RG偽 dia-命ecialVOucher Rules) [2005] UKIAT 
00002， and Cmnd 7987 paras 27 and 105. 
102伊!としては、AntartcticAct 1994， s 31(1)， Chemical Weapon Act 1996， s 3(4)， Outer 
Space Act 1996， s 2(2)およびInternationalCriminal Court Act 2001， s 67(りがあった。
See Laurie Fransman， 'The Human Rights Act and British Nationality' in Nicholas 
Blake and Laurie Fr百nsman(eds)， Butterworth包aGuide to thθHuman RightsAct 1998 
(Butterworths 1999) para 2.2 n 18 and .F子'E1nsman(n 40) para 7.3 n 28. 


































104 ただし、 1949年 1月 1B以前の出生による登録については、前掲注 64を参照のこと。
105 IA 1971， s 1(3) and 11(4) ， and see Macdonald and Toal (n 101) paras 6.2・6.5.
45 
たな法的地位を付与されたものの、これにより、イギリスに自由に入国および、居住するこ































106 See Cmnd 7987 para 110.なお、本文当該部分での「イギリス臣民Jとは 1948年法に
おけるコモンウェルス市民と同義。白書の記載に則した。 BCs以外の者については、将来、
自由や権利がはく奪される可能性があることが指摘されていた。AnnDummett and Ian 
Martin， British Nationality the AGIN Guidθto the Law(2nd eds， National Council for 































107 BOCsについては、 1983年にカナダに、 「これらの旅券が無意味である」として入国
査証の発行が拒否されていた。 MelamoePhilips，‘Canada Says Passports Meaningless' 
The Guardian (London， 20 July 1983) 3.現在では、 BOCsはカナ夕、への入国に査証は必要
とされていないものの、イギリスへの再入国の資格を有していることが要件とされている。
See Government of Canada，‘Information for British Passport Holders' (17 June 2011) 
<http://www.canadainternational.g詐c.c凶a/八何unit旬ed一k恒ζ札ingdom.口1網-r剛. oya ume_ uni/visas/passports_b 
rit_passeports.aspx?viewコd>accessed 28 November 2012. 
108 HL Deb 13 October 1981， vol 424， co1261. 
47 































109 See ibid col 262. 
110 ibid co1263， quoted from HC Deb 4 June 1981， vol 5， coll189. 
111 See HL Deb 13 October 1981， vol 424， col 263. 
112 ibid co1265. 
113 See ibid cols 270-71. 























































第 3章 1981年イギリス国籍法制定から 2009年国境・市民権および移民法について
はじめに



















り取得されるイギリス属領市民 (BritishDependent Territories citizens、以下 IBDTCsJ
と絡す)や、旧植民地とのつながりによるイギリス海外市民 (BritishOverseas citizens、
以下IBOCsJ略す)、 1981年法によるイギリス臣民およびイギリス保護民(BritishProtected 







1 British Nationality Act 1981 (BNA 1981). 
2 詳細は、本稿第 1章および拙稿 11948年イギリス国籍法における国籍概念の考察一入国
の自由の観点から-J法と政治第 62巻第 2号 (2011年) 163頁以下を参照のこと。
3 1981年法については、本稿第 2章および拙稿「イギリス国籍法制の構造的転換-1981年

























Grant， Usage， or Sufferance? Some LegalAspects ofthe Status ofHong Kong' (1983) 95 
China Quarterly 427 and Peter Wesley柵 Smith，白2θqual1teaty1898-199たChinaタ Great
Britain and Hong Kong註New銘打1"tories(Oxford University Press 1983)を参照のこと。
6 1898年頃は租借により住民の国籍変動はないとされていたが、租借の期間中に出生した
者はイギリス臣民であると変更された。 CliveParry (ed)， A British Digest of 
lnternational Law Complied Principally from theArchives ofthe Foreign Officθ(Phase 
1， 1860-1914， vol 5， pt VI， ch 15， Stevens & Sons 1965) 66 and 150.なお、 1842年南京条
約および 60年の北京条約、 98年の租借条約のいずれにおいても、住民の国籍について明
記されていない。各条約と住民の国籍問題については、 RobinM White，‘Hong Kong， 
Nationality and the British Empire: Historic Doubts and Confusions on the Status of 
the Inhabitants' (1985) 19 Hong Kong L J 10を参照のこと。





















のつながりにより BDTCsが取得されることは f適切ではな」く、 1997年6月 1日に、香
8 Joint Council for Welfare of lmmigrants， A Question of Belonging British Nationality 
Law and the Future of Hong Kong(Joint Council for Welfare oflmmigrants 1985) 3-4. 
9 中英交渉および、 1984年の中英共同声明の政治的背景については、 Jean -Francois 
Destexhe，‘Hong Kong and 1997: the Facts' in Werner Menski (ed)， Coping with 1997thθ 
Rθaction ofthθHong Kong People to thθTransfer of Power (Trentham Books 1995) 
38・47を参照のこと。
10 Foreign and Commonwealth Affairs， A Draft Agreement between the Government of 
the United必~gdom ofGreat Britain and Northern lreland and the Government ofthθ 
Pθop.lぬ Rξpublicof China on the Future of Hong Kong (Cmnd 9352， 1984). 




とされていた。 JohannesChan， 'Nationality' in Raymond Wacks (ed)， Human Rights in 
Hong Kong(Oxford University Press 1992) 478. 
13 Cmnd 9352 Exchange of Memoranda (b) Chinese Memorandum.なお、覚書には、「中
国の同胞人j とされていたが、その定義ははっきりしていないとされていた。 Prakash
Shah，‘British Nationality and lmmigration Laws and their Effects on Hong Kong' in 
Werner Menski (ed)， Coping with 1997 the Reaction ofthθHong Kong People to the 
Transfer of Power (Trentham Books 1995) 93.ただし、当該覚書における「中国の同胞人J
とは「中国国民」と同義のようである。 KaramanianSusan L Karamanian， 'Legal Aspects 
of the Sino-British Draft Agreement on the Future of Hong Kong' (1985) 20 Tex lnt'l L J 
167， 179 n 117 and see also Frank Ching，‘Chinese Nationality in Basic Law' in Peter 
Wesley-Smith and Albert H Y Chen (eds)， The Basic Law and Hong Kong包Future
(Butterworths 1988) 289-90. 
14 ただし、当該中国国民は香港特別行政特区および他の中国の領土内で、イギリスによる
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16.2.3 and 16.13-16.28.および Macdonald， Fransman， BIθrry， Harvey， Majid and Toal (n 
102) paras 5.01-5.226を参照のこと。












本章では、 1997年の香港返還にともなう関連法や、 2002年イギリス海外領法、 2002年
国籍・移民および、庇護民法、 2009年国境・市民権および移民法による 1981年法への影響















105 HL Deb 1 April 2009， vol 709， col 1087.なお、当該規定により BCsを取得した者は、
血統により BCsを取得したものとみなされた。しかし、 1997年イギリス(香港)法では、
BCsを取得する以前の地位が、血統により取得されたものであった場合のみ、その BCs取





件を満たせば登録できることから政府に反対され、当修正案は撤回された。 SeeHL Deb 1 











































































1 2007年 12月 13日に調印、 2009年 12月1日より施行されたリスボン条約により、以前
より共存してきた ECとEUの文言は、 EUに統一され、 I Community Jという文言は
IUnionJに替えられることとなったため、一般的なことを述べる場合には、 EUと表記す
る。ただし、とくに 1972年までのことについては、 EECとし、 1973年から 1993年 10
月は ECとし、同年 11月以降については、 EUとして表記する。
2 Shirley McCarthy v SecrlθtalアofSta te for thθHomeD，θpartment [2011] EUECJ 
C・434/09，[2011] INLR 450. 
3 Protocol No. 4 to the Convention for the Protection of Human Rights and 
Fundamental Freedoms， securing certain rights and freedoms other than those already 
included in the Convention and in the first Protocol thereto [1963] Europe T S No 046， 
art 2(2). 
4 ibid art 3(1). 













72年 1月のブリュッセルでの EC加盟条約調印をもたらした。そしてイギリス国内で、 1972
年 EC法10を成立させ、 1973年 l月1日に施行、正式に加援するにいたったのであった。
2. 1972年の ECにおける「イギリス国民j の宣言
EC加盟にともないイギリスは、域内の移動の自由を享受する自国民を明らかにしなけれ
ばならなくなった。しかしイギリスは、国籍法制上、自由民について実体的定義が不在で、










6 See Ann Dummett and Andrew Nicol， Subject~ Citizens~ Aliθ'IlS and Others 
(Weidenfeld and Nicolson 1990) 213・14.
7 Randall Hansen，αtizenship and Immigration in Post-war Britain: the Institutional 
Origins of a Multicultural Nation (Oxford University Press Inc 2000) 79. 
8 Harold Macmillanは、 EECに加盟すればイギリスは、 EEC、アメリカとの同盟および
コモンウェルスという 3つの強力な連携が重さなる中心地となることで発展すると主張し
ていた。 See註aroldMacmillan~ At the End ofthe Day， 1961-1963(Macmillan 1973). 
9 See Harold Wilson， The Labour Government 1964・1970:a Personal Record 
(Weidenfeld 1971) 327・44.
10 European Communities Act 1972. 
11 British Nationality Act 1948 (BNA 1948). 
































13 HC Deb 1 December 1971， vol 827， col 446. 
14 See EEC Treaty， art 227(4) andAct ofAccession， art 28 andAnnex 1. 
15 OJ (EC) 1972 L 73/196; BGBl.I，1410 and Cmnd 9062. 
16 Andrew C Evans， 'The New British Nationality Bill and European Community Law' 
[1981] The Scots Law Times 133， 134.おもに、オラン夕、が反対したとされていた。 W R
Bohning， The Migration of 助成θ'rsin the United Kingdom and thθEuropean Economic 








当時、イギリスでは、 1971年移民法17 (以下 r1971年法j と絡す)が制定されており、す
べての自然人は「パトリアル (patriaDJかそうでない者かに分けられ、パトリアルにのみ









り21、その法的地位はイギリス本国市民と同じ、イギリスおよび植民地市民 (Citizensof the 
United Kingdom and Colonies、以下 rCUKCsJと略す)であった22。そして 1971年法で
はパトリアルとされ23、イギリスへの入国の自由および居住権を有していた。しかし、チャ
ンネル諸島およびマン島は、移動の自由の享有主体から明示的に排除されている240
17 Immigration Act 1971 (IA 1971). 
18 ibid s 2. 
19 See HC Deb 20 December 1971， vol 828， col 252W. 
20 IanAMacdonald and Nicholas Blake， TheNew Nationality Law(Butterworths 
London， 1982) 75. 
21 BNA 1948， s 33(1). 
22 ibid s 33(2). 
23 IA 1971， s 2. 




See Third Protocol to the Final Act of the 1972 UK Accession Treat， art 6.なお、現在でも
引き続き、チャンネル諸島人およびマン島入は EUにおける「イギリス国民」の定義に含
まれておらず、またこれら地域は EU市民の移動の自由を行使できる領土から除外されて
いる。 ConsolidatedVersion of the Treaty on the Functioning of the European Union 
[2010] OJ C 83/47， art 21(1) and 355(3).ただし、きわめて限定的な範囲であるが、条約
がチャンネル諸島およびマン島に適用される場合もある。 ConsolidatedVersion of the 


























不要とされているようである。 Fransman，Fransman包BritishNationality Law(3rd edn， 
Bloomsbury Professional 2011) para 3.6.2.2. 
25 Statement oflmmigration Rules for Control on Entry (H.C.， 1971-72， No. 509) and 
Statement oflmmigration Rules for Control after Entry (H.C.， 1971-一一一一欄ω.嶋-7
2部6 HC Deb 22 November 1972， vo叶1846， col 1345. 
27 ibid， cols 1343・1454.
28 Anthony King，官owto Strenghten Legislatures-Assuming that We Want to' in 
Norman J Ornstein (ed) The Ro~θ ofthe Legislature in 砂esternDemocracies (American 
Enterprise Institute for Public Policy Research 1981) 87 and see Philip Norton， 
‘Intra-party Dissent in the House of Commons: a Case Study. The Immigrations Rules 
1972' (1976) 29 Parliamentary Affairs 404. 
29 Hansen (n 7) 202. 
30 HC Deb 25 January 1973， vol 849， cols 653・64.
31 なお、個人申立を認めた直後、イギリスの出入国管理法制に対し、ヨーロッパ人権条約
違反が申立てられた事件として、 Kahn事件と Singh事件がある。支ahn事件については第
6条第 1項および8条違反、 Singh事件については第 6条、第 8条および、第 13条に違反す
73 
1970年、ヨーロッパ人権委員会に、イギリスの 1968年コモンウェルス移民法32 (以下
11968年法j と略す〉への異議が申し立てられたのが EastMrican Asians事件33である。
請求は 31件で、うち、 25件が CUKCsからのものであり、 6件が BPPsによるものであっ





















Singh事件は申立を却下した。 MohamedAlam and Mohamed Khanタ andHarbhajan 
Singh v 日1itedKingdom (1967) 24 CD 116. Kahn事件は、 1968年友好的解決が図られ、
申立人の入国が許可された。なお、邦文文献では、野村敬造『基本的人権の地域的集団的
保障~ (有信堂、 1975年)485頁以下を参照のこと。 Kahn事件の受理の根拠は、本文下記
のEastMrican Asian事件の議論で基礎とされていた。AnthonyLester， Thirty Years on: 
the East Mrican Case Revisited [2002] PL 52， 62 n 59. 
32 Commonwealth Immigrants Act 1968 (CIA 1968). 
33 EastAβ7.can Asians v United Kingdom (1981) 3 EHRR 76. 
34 具体的には、ケニアでは、 1950年までに「約 4万人のヨーロッパ系j、112万人のアジ
ア人Jおよび、 1500万人から 600万人のアフリカ人Jが居住していたとされる。 Dummett
and Nicol (n 6) 197. 
35 Commonwealth Immigrants Act 1962 (CIA 1962). 
36 1967年初頭には、「毎月 1000人」がイギリスに入国していた。 DavidWood， 'Rapid Rise 
in Influx from Mrica' The Times (London， 16 February 1968).ケニア独立時、ケニアにい































37 EastAfrican Asians v United Kingdom (1981) 3 EHRR 76， para 183. 
38 ibid para 186. 
39 ibid para 187. 
40 ibid para 189. 
41 The Greek Case (1969) 12 YECHR 66.なお、邦文文献では、野村・前掲注 31・51真
以下で紹介されている。
42 See EastAfricanAsians v United Kingdom (1981) 3 EHRR 76， paras 195・96.
43 ibid para 200. 
































45 ibid para 205. 
46 ibid para 208. 
47 See ibid paras 213・25.
48 ibid para 231. 
49 CIA 1962， s 2(2)(b)， as amended by CIA 1968 and Immigration Appeals Act 1969. 















1981年イギリス国籍法52 (以下 f1981年法」と略す)が成立した。 1948年法で CUKCs
とされていたイギリス本国や旧植民地の市民などは、イギリス市民 (Britishcitizens、以
下 fBCsJ と略す)、②イギリス属領市民 (BritishDependent Territories citizens、以下














Resolution DH (77) 2， Yearbook of the European Convention on Human Rights (1977) 
642，644. 
52 British Nationality Act 1981 (BNA 1981). 
53 See OJ 1983， C 23/1. 



























たのである。 BNA1981， s 11.詳紹は、AndrewC Evans， 'Nationality Law and the Free 
Movement of Persons in the EEC: with Special Reference to the British Nationality Act' 
[1982] Year Book of European Law 173， 176・82および'TheNew British Nationality Bill 
and European Community Law' [1981] The Scots Law Times 133， 135を参照のこと。
55 BNA 1948， s 6. 
56ただし、当該人物の妻または婚約者、あるいはこれらの両親の一方が、イギリスで出生
した CUKCsである場合はこれに含まれない。 Statementof Changes in Immigration 
Rules (H.C. 1979-80 No. 394).移民官が、当該婚姻を真正であると判断するに足りない場
合も、その入国が規制された。 Statementof Changes in Immigration Rules (H.C. 
1979-80 No. 394)， rr 50 and 52. 
57 See Resolution of European Parliament [1981] OJ 1981 C 77/78. 






が依然として残っていた。 Statementof Changes in Immigration Rules (H.C. 1982-83 
No. 169)， paras 41， 54 and 126. 



















1981年法には、 BCs以外にも複数の地位が規定されているが、 EUにおける fイギリス





以下 fBN(O)sJ と絡す)も、この定義には含まれない。このイギリスの国籍法制と EUに
おける「イギリス国民」の艶献について争われた最初の事案が Kaur判決69であった。事件
61 Her Majesty's Stationery Office， British Nationality Law: Outline of Proposed 
Legislation (Cmnd 7987， 1980) paras 53-55. 
62 See David Bonner，‘British Citizenship: Implications for United Kingdom Nationals 
in the European Communities'， (1982) 7 European Law Review 69，70. 
63 See HL Deb 6 October 1981， voI424， cols 47-54 and 59・68.
64 BNA 1981， s 2(1)(c). 
65 ibid s 3(2)-(4).なお、血統による BCsの取得については、 Bonner(n 62) 69が詳しいの
で参照のこと。
66 Declaration No 2 on nationality of a Member State， annexed to the Final Act of the 
Treaty on European Union [1992] OJ C 191198. 
67 Hong Kong Act 1985. 
68 Hong Kong (British Nationality) Order 1986， SI 1968/948. 
69 Case C齢 192/99The Queen v Sθcr，θtary of State for the Home Department θ'xpManjit 
79 
の概要は以下のようであった。
原告である ManjitKaurは 1949年 6月 3目、アジア系の両親の下でケニアに出生し、
その出生により CUKCsの地位を取得した。 KaurはEastMrican Asians事件の原告の
CU玄Csと同様、 1968年法によりイギリスへの入国の自由を否定されていた。その後に制
定された 1971年法でも五aurはパトリアルと認められず、イギリスへの入国の自由および
居住権が認められなかった。 1981年法の施行により CUKCsが廃止され、 Kaurの法的地
位は BOCsに変わったが、依然としてイギワスに自由に入国または居住することはできな



















た。高等法院は、当該事件の争点が 1972年および 83年の ECにおける「イギリス国民J
の宣言にかかわるものであったため、具体的には以下のようにヨー口ッパ可法裁判所に判
断を付託したのであった。
まず、 ECにおける「イギリス国民Jの範囲は、 1972年または 83年の宣言、もしくは
92年のマーストリヒト条約調印によるものであるのかという点であった。そして、もしイ
ギリスが、これら宣言に依拠する資格がないとするのであれば、構成国の国籍法に複数の
Kaur [2001] ECR 1・1237.
70事件の詳細については、法務官意見およびヨーロッパ可法裁判所の判決では述べられて
いないため、 RvSecrθtaryofState for the Home D，θpartmentθ'X P Kaur (Manjit)， 11 
December 1998， CO/985/97， para 3を参考とした。
80 
分類があり、そのうち一部しか入国および在留権を有していない場合、いずれの者が EU






























71 Case C-192/99 Queen vSecretaryofStatefor theHomθDepartment θ'xpManjit 
Kaur [2001] ECR 1-1237， Opinion of AG Leger， para 15. 
72 ibid para 18. 
73 ibid para 27. 
74 ibid para 27. 
75 ibid para 27. 
























77 ibid para 33. 
78 Case C-370/90 Queen v hηmigration Appθa1ηihuna1 and Surinder Singhθ'xp 
SecretalアofStatefor Home D，ξpartment [1992] ECR I・4265.
79 ibid para 22. 
80 Case C-192/99 Queen v Secr，θtaりTof State for thθHomθDξpartmentθxpM叫 jit
Kaur [2001] ECR I-1237， Opinion of AG Leger，para 27 n 17. 
81 See Prakash Shah， 'British Nationals under Community Law: the Kaur Case' (2001) 








った。 CaseC-369/90 Miche1etti v De~θogation de1 Gohierno en Cantahira [1992] ECR 
I-4239. 
82 











していた Hung判決でも、 ECにおける「イギリスの国民」であるか否かは 1983年の宣言
によることが明らかとされていた860 Kaur判決および Hung判決ともに、 ECにおける「イ













83 Case C欄 192/99Queen v SecretaりTof State for the HomθDξpartmentθ'xpManjit 
Kaur [2001] ECR 1-1237， para 19. 
84 ibid para 26. 
85 ibid para 27. 
86 Case C-256/99 Queen v Secretary of State for the Home Department ex p Cheung 
Chiu Hung [2001] OJ C 289/09. 
87 British Nationality (Falkland 1slands) Act 1983， s 1. 
88 British Nationality (Hong Kong) Act 1990， British Nationality (Hong Kong) Act 1990 
(Commencement) Order 1990， 81 1990/2210. 
89 British Nationality (Hong 衣ong)Act 1997， s 1. 





























Consolidated Version of the Treaty on the Functioning of the European Union， art 
355(5)(b). 
93 Nationality， Immigration and Asylum Act 2002， s 12(1)， inserting BNA 1981， s 4B. 
94 BNA 1981， s 4B， as amended by Borders， Citizenship and Immigration Act 2009， s 44. 
95 2002年イギリス海外領法により、 BDTCsはBOCsと名称を変更されたが、これにとも
ない 1983年の宣言の文言が変更されることはなかった。しかし、リスボン条約締結に関連




96 Gerard剛Renede Groot， 'Toward a European Nationality Law' (2004) 8(3) EJCJ 1， 13 
<http://www.ejcl.org/83/art83-4.html> accessed 28 November 2012. 
84 
出入国管理法制および国籍法制には、イギリスに居住権を有しない BDTCs、BOCs、1981

























れていた105。本稿第 2章で述べたように、 1981年法は、とくに BOCs以下の地位の取得を
限定しており、本法施行以後、これらの法的地位を有する者の数が減少していくような制
97 HL Deb 12 November 1996， vol 575， col WA92. 
98 Home Department， Rights Brought Home: the Human Rights Bill (Cm 3782， 1997). 
99 1998年イギリス人権法については、江島品子『人権保障の新局面:ヨーロッパ人権条約
とイギリス憲法の共生~ (日本評論社， 2002年)223頁以下参照。
100 Cm 3782 para 4.10. 
101 ibid para 4.11. 
102狂CDeb 03 March 1999， vol 326， col 756W. 
103 Lord Goldsmith， Citizenship: Our Common Band (2008) ch 4 paras 6・7.
104 ibid ch 4 paras 8・9.



























106 See Him Gillespie 'The Overseas Territories White Paper and Protocol 4 of the 
ECHR-the ILPA Response' (2000) 14 I&NL&P 142， 144. 
107 なお、国王大権以外にも、軍事規律との問にも問題が存在しているようである。 HL
Deb 06 November 2003， vol 654， col WA136. 
108 R v Secretary of State for Foreign and Commonwealth Afairs ex p Everett [1988] 
EWCA Civ 7， [1989] QB 811.ただし、 WadeとForsythは国王大権によるものであるとい
う点について疑問を呈している。 SeeW Wade and Forsyth C， Administrative Law (10th 
ed， Oxford University Press 2009) 290・91and see also Fransman (n 24) para 24.2.3.近年
では、国王大権廃止または縮小が議論されていたが CMinistryof Justice， ThθGovernance 
of Britain (Cm 7170， 2007) )、結局、国王大権の廃止の議論は不適切であると結論付けら
れた。 TheMinistry of Justice， The Governance of Britain Reげθwof the Execu tiViθ 
Royal Prerogative Powers: Final R，θport para 112， available at 
くhttp://www.parliament. uk/ deposits/ depositedpapers/20091D EP2009.・.2493.pdf>







































における fイギリス国民j を設ける余地があった。そして EUにおける「イギリス国民」
は移動の白山を有するものであったため、イギリス本国の出入国管理法制に直接影響が生











































1 British Nationality and Status of Aliens Act 1914. 






































































そして、第 3章で概観したように 1981年法制定直後より、 BCsを付与または登録による
付与を認めることによっても、 BCs以外の法的地位を有する者の実際の数を減少させてい
4 Commonwealth lmmigrants Act 1962 and Commonwealth lmmigrants Act 1968. 
5 lmmigration Act 1971. 
6 British Nationality Act 1981 (BNA 1981). 



































8 OJ 1983， C 23/1. 
9 Case C-192/99 The Queen vゐcretaryof State for the HomθDξpartmen t ex p Iぬのit






























































11 BNA 1981， s 37(1) and sch 3. 
12 Peoples Act 1983， s4(6).ただし、在外選挙の場合は、ほとんどのコモンウェルス市民
やアイルランド共和国市民がイギリス以外に居住しているため BCsに限られている。
Representation of People Act， s 1. 
13 Electoral Administration Act 2006， s 18(2). 
14ただしこれには在外 BCsは含まれない。 Representationof the People Act 1983， s 2 
and Local Government Act 1972， s 79. 
15 European Parliamentary Elections Act 2002， ss 8 and 10(2) as amended European 
Parliament (Representation) Act 2003， ss 15， 16 and 21.2003年の修正は、ジブラルタル
に居住するするコモンウェルス市民に投票および、選挙権を認めるものであり、これは、
Matthews判決を受けてのものである。 λdatthewsv The白utedKingdom (1999) 28 
EHRR 361.なお当該事件は、佐藤潤-~日本国憲法における「国民j 概念の限界と「市民J
概念の可能性 r外国人法制」の憲法的統制に向けて~ (専修大学出版局、 2004年)226 
頁以下で紹介されている。
































17 RvSθcretary of State for thθHouse Departmθ'ntθ'xp Thakar[1974] QB 684， [1974] 2 
All ER 261.本稿第 2章で詳細を述べたが、当判決では、 BPPsの受入義務を否定していた
が、結局は、原告である ThakrarはちPPsではないとした。
18 Nationality， 1mmigration and Asylum Act 2002 (NIAA 2002). 1981年法施行までの父
系血統主義を採用していたため、本法では 1961年から 83年の聞に出生した者にかぎり、
母系の血統により登録の資格を認めていた。 NIAA2002， s 13(1)， inserting BNA 1981， s 
4C in force from 30 April 2003 (Nationality， 1mmigration and Asylum Act 2002 


































19東京地裁昭和 53年 3月30日判決・行集第 32巻第 3号 469頁。
20 ;fgp井健一『イギリス近代国籍法史研究 憲法学・国民国家・帝国~ (日本評論社、 2004
年)27頁以下。
21 最判平成 7年2月28日民集第 49巻第 2号 639頁 [640頁以下〕。
22最判平成 17年 1月初日誌集第 59巻第 1号 128頁 [135頁〕。
96 
念と一体的にとらえられている。日本の憲法学におけるこのような国民概念および国籍概
念を踏まえ、上記までのような法制度上も実体的にも明確な国籍概念を有しないイギリス
の国籍法研究から、誼接に、示唆を見出し言及することは困難であるといわざるをえない。
しかし、あえてイギリスの国籍法制への歴史的研究に基づ、き、日本の状況に関連して簡
潔に述べるとすれば、それは、国民概念や国籍概念にとらわれずとも国家は存在し、かっ
機能しえるということなのではないだろうか。国籍概念やこれを実体化させる国籍法制は、
文化、社会構造、経済などさまざまな事柄に影響されるものであるが、とりわけ当該国家
のあり様、国家形成に強く影響される。とくに、第 1章から第 3章のなかでは、国籍法制
を歴史的に分析したものであるため、帝国が徐々に解体されていく、ある種のダイナミズ
ムのなかでの国籍概念や国籍法制の形成を明らかとしたのである。上述のように、イギリ
スは帝患が解体されるなかでも国籍を通じて|日植民地やコモンウェルス構成国とのつなが
りを維持し、国籍はあいまいさを有していた。これにより、イギリス本国内での人権事有
主体については、それぞれの権利や自由により形成されることとなった。この国籍と国民
の関の柔軟性は、 E本のそれと大きく異なる。
日本では、上記のように、 1995年および、 2005年の雨最高裁判決により、国民と国籍の
間にほぼ髄離はないことが明らかとされていたのである。 2005年判決は、外国人を「我が
国以外の国家に帰属し、その国家との間でその国民としての権利義務を有するJ23ととらえ
ていたのである。日本国籍の保持と日本国民であることは一体的であり、さらにいえば国
籍が示す法的つながりは単なる法的つながりというよりも、特別に密接な関係が見いださ
れ、一体的にとらえられているようであった。他方、外国人は日本国籍を有しておらず、
日本との密接な関係がないため、当然のように、国民に対してのみ保障される権利、とり
わけ参政権については、その享有主体から排除されているのであると思われる。この日本
国籍を有しないことによる外国人の排除は、国民主権に基づきおこなわれている。他方、
イギリスでは上述のように、参政権がコモンウェルス市民という比較的広い範囲に与えら
れているのである。このコモンウェルス市民という法的地位は、イギリスの帝国としての
歴史に関係を有する枠組みである。この参政権は出入国管理法制による制約がないことを
要件としており、コモンウェルス市民のなかでも、イギリスに居住することで実質的につ
ながりを有している者に対して権利保障をおこなっているのである。イギリスでは、出入
国管理法制は国籍法制と相互関連的に形成されており、現在でもなお厳格な性格を有して
いる。それゆえ、この厳格な法鰐度の下、その在留が認められている者であれば、それは
イギリスとの実質的なつながりがあるということであり、参政権を付与したところで大き
な混乱は生じえないと考えられているのであろう。
本稿は、第二次大戦後のイギリス国籍概念を検討することにより、国籍概念のあいまい
さや多様性を明らかとした。そして、それにより、人権の享有主体性論において国籍概念
はある程度の指標にすぎず、一元的な国民概念が措定されることなく、個別の権利や自由
23前掲注 22(135頁〕。
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の享有主体が各領域経に設定されるということを最後に述べた。序論で述べたように、そ
もそも国籍には制度上の限界が存在しており、国境を越えた移動が頻繁におこなわれる現
代では、その限界が顕著になりつつあるのである。こうした限界を踏まえ、われわれは、
国籍の有無のみによる人権の享有主体性における単純な二元論から離れるべきであると忠
われる。ただし国籍や国民概念に直接とらわれない場合の人権の享有主体性論への新たな
検討枠組みは今後の課題としたい。また、本稿では参政権については、日下のところその
考察は十分なものとはなっていないため、国籍概念、国民概念および国民主権といった観
点からの憲法学的にさらなる検討が必要であり、今後の研究課題としたい。
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